



















　2002 年 7 月 3 日、三井物産産業システム事業部の部長ら 3 社員が、偽計業





国際機関「支援委員会」の業務を妨害したという容疑であった。同年 3 月 31
日、三井物産は、予定価格の 99.9％の 19 億 9227 万円で落札した。三井物産は、
これに先立って、1999 年 2 月と 3 月に実施された色丹、択捉両島の発電設備
の入札でも、95 ～ 99% の高率で落札していた１）。
　2002 年 9 月 4 日、直属担当常務執行役員が、9 月 30 日には、会長、社長
および部門統括副社長が辞任した。翌 2003 年 3 月半ば、起訴された 2 人（1
人は不起訴）に執行猶予付き有罪判決が下った。
２） 槍田改革：社員の意識改革































































































る。だが、2004 年 4 月、委員会設置会社方式の優れた仕組みを一部取り入
8 平　　田
れ、取締役会の任意の諮問機関として、ガバナンス委員会、指名委員会、報
酬委員会を導入した。その 2 年前の 2002 年 4 月には、執行役員制を導入し、
取締役の人数を 38 名から 11 名に減らしている。そして 2005 年 6 月には、
そのうちの 8 名が執行役員を兼務する体制にした（2006 年 6 月からは 7 名）。
監査役は 5 名（常勤 2 名、社外 3 名）で、監査役の下に執行部門から独立









アンス委員会および開示委員会（2006 年 4 月、企業改革法 404 条への対応
を行う 404 条委員会を新設）、臨時の社長直轄組織として一元的に危機対応




















き、体制を強化した。さらに、2001 年 2 月には、コンプライアンス・プロ
グラムを整備し、コンプライアンス研修・講習会を実施すると同時に、役職
員行動規範を全社員に配布した。その後、これを、2003 年 4 月に、さらに


















　2004 年 11 月 22 日、三井物産は、この問題を公表し、直ちに社内調査委員
会を発足し、DPF 統括本部、その下部組織として DPF 対策本部を設置した。
2005 年 4 月 1 日、同対策本部の傘下に、260 名体制の DPF 対策推進部を発















　　・2002 年 2 月 18 日、虚偽データを添付し、東京都に指定承認申請。関与
者：嘱託 A の指示のもと、三井物産社員 B が実行した。




者：嘱託 A の指示のもと、三井物産社員 B が実行した。
　　・2003 年 1 月 16 － 18 日、東京都職員立会いによる排ガス測定実験で、
実験データ数値をその場で高い数値に読み替え、基準値（捕集率 60％
以上）をクリアしたように見せかけた。関与者：ピュアース社副社長（元
嘱託）A と三井物産社員 C から、三井物産社員 B に指示があり、B の
指示を受けて、ピュアース社社員 D が実行した。
　これら４名の関与者のうち、事件発覚後辞任したピュアース社副社長を除く
3 名と、別件でピュアース社社員 1 名とに対して、三井物産およびピュアース
社において社内処分が行われ、いずれも懲戒解雇処分を科せられた。経営責任
も問われ、社長以下常務取締役の月額報酬が３ヵ月間減額された。
　2004 年 12 月 1 日、お客様への具体的対応策として、①他社製品代替品と
の無償交換、②廃車・別途車両調達の場合、購入代金相当額の支払いを発表し、
2005 年 2 月 9 日には、さらに③新車・中古車への買い替え支援も行うことを
発表した。そして 2005 年 10 月 11 日には、追加対応策が発表された。その
結果、2006 年 10 月 2 日、回収対象 DPF 約 21,500 台の回収を完了した。そ
の回収過程で、三井物産は、2005 年 9 月 27 日、DPF 改良品の指定申請をし
たが、2006 年 1 月 19 日、その指定申請を取り下げたことを公表している。
　以上にみた DPF 問題への対応の結果、補助金交付者 87 交付団体への支払
いは、違約加算金相当額を含めて、約 80 億円に上った。DPF 補償関連費用は、















































る会社の姿勢を後押しするため、2006 年 3 月期より、従来からの定量評価























































と元気に！ ｣ をスローガンに、｢ 食」を基軸として、「健康で楽しい生活の実
現に役立つ事業を行うこと」により、業界トップの座を築きあげたと見られて
いた。








































い取り制度を悪用するため、国産肉と偽った輸入肉約 30 トンを含む約 280 ト
ンを、業者団体の日本ハム・ソーセージ工業協同組合に買い上げ申請し、助成
金約 1 億 9,600 万円を騙し取ったのである。2001 年 10 月 31 日、雪印食品
の関西ミートセンターが、西宮冷蔵において輸入牛肉を国産牛肉用の箱に詰






るみだった疑いを強めていった。2002 年 4 月 30 日、雪印食品は解散を余儀
なくされた。
　2002 年 5 月 10 日、兵庫県警と警視庁などの合同捜査本部が、雪印食品の
幹部７人を詐欺容疑で逮捕した。同年11月、神戸地裁は、元関西ミートセンター
長ら 5 人に対し、いずれも懲役 2 年執行猶予 3 年の有罪判決を下した。2004



































3 月期の業績（単体）は、売上高 3,615 億円（前期比 66.5%）に減少し、経






ろが、2002 年 1 月、子会社の牛肉偽装事件が発覚し、雪印乳業はまたしても
非常な打撃を受けた。同社の 2002 年 3 月期の業績（単体）は、売上高 3,637
億円（前期比 100.6％）と振るわず、経常損失 316 億円に特別損失 515 億円
が加わって、当期損益は 714 億円の損失にまで膨れ上がった 25）。





























　2002 年 5 月 23 日、雪印乳業は、「新再建計画」（①事業構造の改革、②財





　・2002 年 3 月、医薬品事業：大塚製薬（株）および（株）大塚製薬工場と
EN 大塚製薬（株）を設立。
　・2002 年 10 月、アイスクリーム事業：（株）ロッテとロッテスノー（株）
を設立・営業開始。
　・2002 年 10 月、育児品事業：大塚製薬（株）とビーンスターク・スノー
（株）を設立・営業開始。




　・2003 年 1 月、市乳事業：雪印乳業およびジャパンミルクネット（株）の
市乳事業部門と全国農協直販（株）との統合により、日本ミルクコミュニ
ティ（株）を設立。新ブランド名は「メグミルク」。
　・2003 年 1 月、乳食品・原料乳製品事業：雪印乳業（株）はこの事業に特化。
　以上の事業分割および事業提携に伴って大規模な雇用調整を行い、雪印乳業
の従業員は、4,477 人体制から 1,484 人体制に縮小された。
　②財務体質の改善：経営基盤の強化を図るため、金融機関等の支援が不可欠
だった。





　・2002 年 6 月、取締役会の諮問機関として企業倫理委員会を設置。
　・2003 年 1 月、新企業理念・ビジョンを制定。
　・2003 年 1 月、雪印乳業行動基準を制定し、企業倫理の徹底を図る。
　・お客様モニター制度を導入、工場開放デーを開催。
　以上の結果、2003 年 3 月期の業績（単体）は、売上高 2,463 億円、経常
損失 196 億円とも、新再建計画の目標数値を上回ったが、事業分割・整理、




















　・1 月 23 日、6 月 27 日を「事件を風化させない日」と定め、各種活動を行った。
　・企業倫理委員会に「表示部会」を設置し、お客様の視点に立った商品表示
に取り組んだ。
　⑤雪印独自の品質保証システム SQS（Snow Brand Quality Assurance 
System) を構築し、全社員への徹底を図った。
　以上の結果、2004 年 3 月期の業績（単体）は、売上高 1,366 億円、経常利















　以上の結果、2005 年 3 月期の業績（単体）は、売上高 1,355 億円、経常利
益 38 億円、当期純利益 71 億円を上げ、未処理損失の一掃を 1 年前倒しで達
成した 37）。
　2005 年度の主な実施状況は、以下のとおりである 38）。
　・2005 年 9 月をもって、「新再建計画」を半年前倒して完了し、同年 10 月
より、「中期経営計画」（2005 年 10 月～ 2009 年 3 月）に取り組み始めた。
　・2005 年 8 月 12 日、雪印食品の清算を結了した。
　以上の結果、2006 年 3 月期の業績（単体）は、売上高 1,328 億円、経常利










































行うための品質部会（2002 年 7 月）、表示部会（2003 年 9 月）および消費







































管理委員会（本社の SQS 運営会議で、全社的な SQS の方向づけを行う）およ































・6 月 27 日と 1 月 23 日とを、「事件を風化させない日」と定め、毎年さまざ
まな取り組みを実施している。また、毎年 6 月 27 日には、社長以下、全社
員が「宣誓」を提出し、誓いを新たにしている。
⑧雪印グループが目指す姿 47）
・雪印乳業は、「新再建計画」（2002 年 5 月～ 2005 年 9 月）を、計画どおり
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